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第２章 計画の進行管理 

 

第１節 基本的な考え方 

 

１ 「みえ県民力ビジョン」の進行管理 

「みえ県民力ビジョン」の推進にあたっては、PDCA（計画・実行・評価・改善）のサイク

ルに基づき、常に県民の皆さんに成果が届いているかを意識しながら、「行動計画」の目標達

成に向けた的確な進行管理に努めます。 

 

①計画（PLAN） 

長期的な戦略計画である「みえ県民力ビジョン」と中期の「行動計画」に基づく単年度の

方針として「経営方針」を策定し、当該年度の政策課題や行動指針を明確にします。 

②実行（DO） 

部局長、副部長、課長等は、自身のマネジメント方針や所管する事業の目標等を定め、各

所属組織において経営方針を具体的に展開します。 

③評価（CHECK） 

計画に基づき、取り組んだ施策等の進捗状況について評価を行います。 

④改善（ACT） 

評価によって明らかになった施策等の成果や課題、翌年度への改善方向については、「成果

レポート」として取りまとめ、県民の皆さんにわかりやすくお伝えします。 

 

図１ 「みえ県民力ビジョン」進行管理の仕組み 
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第２節 県民の幸福実感の把握 

「みえ県民力ビジョン」では「幸福実感日本一」の三重をめざすことから、政策分野ごと

に「幸福実感指標」を設定しています。第三次行動計画では、15の政策分野ごとに「幸福実

感指標」を設定し、「主指標」、「副指標」に加えて、「幸福実感指標」の推移を把握すること

で、行動計画全体としての進行管理に努めるとともに、「成果レポート」に記載して公表しま

す。 

なお、「幸福実感指標」は、県民の皆さんを対象に「みえ県民意識調査」を実施することで、

毎年把握することとします。 

施策ごとに設定する「主指標」が県をはじめとしたさまざまな主体の活動による県民の皆

さんにとっての成果を、数値目標を設けて評価するための指標であるのに対して、「幸福実感

指標」は、一人ひとりが生活している中で感じる政策分野ごとの実感の推移を調べ、全体と

しての幸福実感を把握するための指標であり、目標値の設定はしません。 

 

●幸福実感指標 

 政策分野 指      標 

Ⅰ

 

「
守
る
」 

Ｉ－１ 

防災・減災、国土強靱化 

災害の危機への備えが進んでいると感じる県

民の割合 

Ｉ－２ 

命を守る 

必要な医療サービスを利用できていると感じ

る県民の割合 

Ｉ－３ 

支え合いの福祉社会 

必要な福祉サービスを利用できていると感じ

る県民の割合 

Ｉ－４ 

暮らしの安全を守る 

犯罪や事故が少なく、安全に暮らせていると

感じる県民の割合 

Ｉ－５ 

環境を守る 

身近な自然や環境が守られていると感じる県

民の割合 

 

 政策分野 指      標 

Ⅱ

 

「
創
る
」 

Ⅱ－１ 

人権の尊重とダイバーシティ社

会の推進 

性別や年齢、障がいの有無、国籍などにとらわ

れず、誰もが社会に参画できていると感じる

県民の割合 

Ⅱ－２ 

学びの充実 

子どものためになる教育が行われていると感

じる県民の割合 

Ⅱ－３ 

希望がかなう少子化対策の推進 

結婚・妊娠・子育てなどの希望がかなっている

と感じる県民の割合 

Ⅱ－４ 

三重とこわか国体・三重とこわ

か大会の成功とレガシーを生か

したスポーツの推進 

スポーツをしたり、みたり、支えたりする環境

や機会が整っていると感じる県民の割合 

Ⅱ－５ 

地域の活力の向上 

自分の住んでいる地域に愛着があり、今後も

住み続けたいと感じる県民の割合 
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 政策分野 指      標 

Ⅲ

 

「
拓

ひ
ら

く
」 

Ⅲ－１ 

持続可能なもうかる農林水産業 

三重県産の農林水産物を買いたいと感じる県

民の割合 

Ⅲ－２ 

強じんで多様な産業 

県内の産業活動が活発であると感じる県民の

割合 

Ⅲ－３ 

世界の三重、三重から世界へ 

国内外に三重県の魅力が発信され、交流が進

んでいると感じる県民の割合 

Ⅲ－４ 

多様な人材が活躍できる雇用の

推進 

働きたい人が仕事に就き、必要な収入を得て

いると感じる県民の割合 

Ⅲ－５ 

安心と活力を生み出す基盤 

道路や公共交通機関等が整っていると感じる

県民の割合 

 

 

第３節 行政経営資源の見通し 

 

１ 行財政改革取組 

（行財政改革取組） 

行財政改革においては、県民サービスの向上に向けて、「県民力でめざす『幸福実感日本一』

の三重」という基本理念を実現するため、県政の展開として「みえ県民力ビジョン」で掲げ

る「県政運営の基本姿勢」に基づくさらなる変革を促進する取組を、ポイントを絞って重点

的に進めることとします。 

具体的には、協創の取組を進め、県民の皆さんに成果を届けるために、働き方改革やスマー

ト自治体をめざす取組など「スマート改革」を積極的に推進します。また、県民の皆さんの

信頼をより高めるため、コンプライアンスの取組を徹底するとともに、県財政の健全化に向

けて、持続可能な行財政運営を確保していきます。 
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計画期間中の財政見通し（一般会計） 
(単位:億円）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（R2） （R3） （R4） （R5）

人件費 2,136 2,132 2,131 2,132

退職手当 198 193 192 194

社会保障関係経費 1,131 1,153 1,184 1,212

公債費 1,099 1,134 1,165 1,141

税収関連交付金 1,080 1,153 1,171 1,188

1,960 1,870 1,750 1,710

計 Ａ 7,407 7,441 7,401 7,384

県税 2,556 2,584 2,617 2,646

地方消費税清算金 759 801 814 826

地方譲与税 342 345 351 356

1,732 1,744 1,714 1,683

国庫支出金 800 738 742 742

県債 747 681 673 647

その他 470 441 423 423

計 Ｂ 7,406 7,333 7,333 7,323

0 108 68 61

153 153 143 113

14,304 14,251 14,151 14,048

6,624 6,593 6,503 6,402

7,679 7,659 7,649 7,645

当初予算計上 591 586 598 576

補正予算計上 48 48 48 48

元金償還金 679 655 656 628

＊この試算は、備考欄に示した考え方により試算しています。なお、名目経済成長率については、内閣府試算（令和2年1月17日「中長
期の経済財政に関する試算」（ベースラインケース））で用いられた率を使用しています。

＊数値は、四捨五入によるため、各区分の合計と歳出計欄、歳入計欄の数値等が一致しない場合があります。

歳

入

要調整額
（Ａ－Ｂ）

年度末地方債残高見込

臨時財政対策債等

※国の地方財政対策により決定される臨時財政対策債や
災害に対応するための災害復旧事業債等、発行について
県の裁量の余地のないものおよび国の「防災・減災、国
土強靱化のための3か年緊急対策」等に係るもの。

建設地方債等 参考：平成30年度末現在高 7,722億円（最終補正後）

地方財政対策と本県の県税収入、公債費の交付税措置額
等を勘案して推計

税制改正影響分を考慮の上、原則として名目経済成長率
により推計

地方交付税
(臨時財政対策債、減収補てん債を

含む）

歳出に連動させて推計

県債管理基金への積立見送り
額（累計）

医療・介護等の増加要因を勘案して推計

・過去及び将来の発行状況により推計
・県債管理基金への積み立てを見送っている153億円につ
いては、令和4年度～8年度において積み立てるものとし
て推計

県税の伸び率と連動させて推計

・三重とこわか国体・三重とこわか大会（令和3年）開催
経費は個別に推計
・国の「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対
策」を活用する公共事業は事業期間を考慮のうえ推計
・その他の経費については令和2年度と同程度の水準で推
移するものと推計

区 分 備 考

歳

出

一般行政経費

令和2年度当初予算の現員現給を基に、退職手当の見込み
を反映して推計
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